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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１. 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、第35期につきましては、1株当たり当期純損失が計

上されているため、又、第36期以降につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第35期、第39期の株価収益率につきましては、1株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりま

  せん。 

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 

売上高 （千円） 2,820,430 3,293,388 3,319,113 3,502,634 3,512,336 

経常利益 （千円） 41,087 161,072 155,234 200,747 90,042 

当期純損益（△は損失） （千円） △6,528 142,434 137,653 118,396 △27,076 

持分法を適用した場合の投

資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 602,150 602,150 602,150 602,150 602,150 

発行済株式総数 （株） 3,960,000 3,960,000 3,960,000 3,960,000 3,960,000 

純資産額 （千円） 1,372,764 1,496,510 1,609,725 1,708,997 1,662,080 

総資産額 （千円） 2,555,169 2,420,675 2,396,628 2,438,092 2,481,179 

１株当たり純資産額 （円） 346.72 378.18 406.93 432.12 420.48 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 
（円）

5.00 

(－) 

5.00 

(－) 

5.00 

(－) 

5.00 

(－) 

5.00 

(－) 

１株当たり当期純損益 

（△は損失） 
（円） △1.65 35.98 34.79 29.93 △6.85 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 53.7 61.8 67.2 70.1 67.0 

自己資本利益率 （％） △0.5 9.5 8.9 7.1 △1.6 

株価収益率 （倍） － 6.7 8.8 14.00 － 

配当性向 （％） － 13.90 14.37 16.71 － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 291,029 156,073 28,934 105,231 △232,089 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 145,191 51,729 △36,359 △22,900 130,033 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △130,014 △254,918 △219,601 △96,804 57,520 

現金及び現金同等物の期末

残高 
（千円） 529,194 482,078 255,050 240,577 196,042 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
（人）

73 

[70] 

78 

[72] 

91 

[87] 

82 

[81] 

80 

[101] 



２【沿革】 

昭和42年４月 貴金属装身具の製造及び販売を目的として、山梨県甲府市和田町（現山梨県甲府市緑が丘）に

株式会社光彩工芸を設立 

昭和57年７月 山梨県北巨摩郡双葉町に双葉工場を新設、併せて機械設備を新設し操業開始 

昭和59年10月 宝飾品の金型の内製化を目的として、双葉工場の機械設備を増設 

昭和60年８月 宝飾品の小売店等への販売を目的として、販売子会社「株式会社ゴールドン」を設立 

昭和60年８月 貴金属材料の伸線、圧延の内製化を目的として、双葉工場の機械設備を増設 

昭和61年１月 業容拡大に伴い、新工場建設のため、双葉工場に隣接した土地を取得 

昭和62年３月 エレクトロニクス業界の量産技術を宝飾品の製造に活かすことを目的として、株式会社ニスカ

精工と合弁で、子会社「株式会社テクノブライト」を設立 

昭和62年８月 従業員の人材育成を目的として、山梨県認定「光彩工芸職業訓練校」を双葉工場内に開校 

昭和63年５月 業容の拡大に対応し、双葉工場隣接敷地内に６階建工場を建設し、最新機械設備を導入、併せ

て製・販一体化を目的として、本社機能の一部を移管 

平成２年２月 大手卸業に対する宝飾品の販売を目的として、販売子会社「株式会社ジェルアヤン」を設立 

平成２年６月 本社を山梨県北巨摩郡双葉町へ移転 

平成３年10月 メンズジュエリーのハウスブランド「ＹＵＨ ＩＫＥＤＡ」を発表 

平成４年10月 メンズジュエリーのハウスブランド「ＥＮＣＡＮＴＯ」を発表 

平成７年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成９年１月 子会社「株式会社テクノブライト」の全所有株式を売却 

平成11年１月 販売子会社「株式会社ゴールドン」及び「株式会社ジェルアヤン」を清算 

平成16年10月 日本証券業協会へ店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社光彩工芸）及び親会社１社により構成されてお

り、宝飾品の製造加工販売及び損害保険・生命保険代理業を主たる事業としております。 

 当社及び親会社の当該事業にかかる位置付けは、次のとおりであります。 

(1）当社は、金・プラチナ・宝石等を主要な原材料とした、貴金属装身具の製造加工販売を主たる事業とし、全方

位の得意先を対象として製品・商品の提供をしております。 

(2）親会社１社（株式会社エスティオ）は、損害保険・生命保険代理業を主たる事業としております。 

 以上のことについて図示すると次のとおりであります。 

※１ 親会社 



４【関係会社の状況】 

親会社 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）で外書しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の被所有割
合（％） 

関係内容 

㈱エスティオ 山梨県甲斐市 10 
損害保険生命保険

代理業 
50.47 

当社が代理店とな

り、従業員の保険

窓口業務を行って

いる。 

  平成18年１月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

80 (101) 32才 1ヵ月 5年 5ヵ月 3,593,084 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当期における我が国の経済は、企業収益の改善、設備投資の増加、個人消費の緩やかな増加など、景気回復の動きが

明らかになってまいりました。また、世界的にも中国などが例に挙げられるように景気の拡大が進んでおり、長期化し

たデフレ経済からの脱却が進んでいくものと思われます。しかし、原油価格の高騰が未だに続いていることや、雇用情

勢に明確な改善傾向が現れていないことなどを考慮いたしますと、先行きを楽観視することはできない状況であると認

識しております。 

 このような経済情勢の中、当社では今期の対処すべき課題として、ＯＥＭ生産によるマリッジリング、セミオーダー

ジュエリー等の新規開発、販売経路の拡大及び高品位かつ低価格な商品の開発などに注力してまいりました。併せて、

新素材の開発、教育・研修による従業員の能力向上、人事考課制度の見直し及び内部統制制度の構築による社内環境の

整備など、より質の高い経営活動を推進するための取り組みを始めております。 

このような活動の結果、ジュエリー受注事業の売上高は1,771百万円（前期比99.3％）、ジュエリーパーツ事業の売

上高は1,656百万円（前期比102.9％）、その他の売上高は84百万円（前期比77.7％）、売上高の総額は3,512百万円

（前期比100.3％）と増収になりました。しかし、経常利益につきましては、金・プラチナなど、原材料価格の急激な

高騰による収益性の一時的な低下及び将来の事業展開を見据えた中途採用枠の拡大、最新設備の導入によるコスト増加

などの要因により、90百万円（前期比44.9％）となり減益となりました。 

また、当期純損失につきましては、得意先の民事再生手続きに伴う40百万円の貸倒引当金の計上および創業者に対す

る120百万円の役員退職慰労金の計上を行ったことから、27百万円の損失(前期は118百万円の利益)となりました。 

  

  

(2)キャッシュ・フロー 

当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、期首残高に対して44百万円減少し、当期末残高は

196百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当期において営業活動の結果使用した資金は232百万円（前年同期は得た資金105百万円）となりました。これは

主に当期純損失を計上したためです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当期において投資活動の結果得た資金は130百万円（前年同期は使用した資金22百万円）となりました。これは

主に、保険積立金の解約によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期において財務活動の結果得た資金は57百万円（前年同期は使用した資金96百万円）となりました。これは主

に、短期借入金の借入によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当事業年度の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．ジュエリーパーツにつきましては、大部分は過去の実績及び将来の予想による見込生産であるため、記載を

省略しております。 

事業部門別 
第39期 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

前期比（％） 

ジュエリー 

メンズ（千円） 14,462 145.3 

リング（千円） 945,316 94.5 

コイン枠、ペンダント

（千円） 
519,534 112.7 

その他（千円） 322,618 105.0 

小計（千円） 1,801,931 101.3 

ジュエリー

パーツ 

スクリューイヤリング

（千円） 
306,078 105.0 

クリップイヤリング

（千円） 
535,103 102.0 

ピアス（千円） 381,868 111.5 

その他（千円） 415,720 92.2 

小計（千円） 1,638,770 101.8 

合計（千円） 3,440,701 101.5 

事業部門別 
第39期 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

前期比（％） 

ジュエリー 

メンズ（千円） 15,852 164.3 

リング（千円） 986,338 97.4 

コイン枠、ペンダント

（千円） 
536,489 112.4 

その他（千円） 296,924 99.3 

合計（千円） 1,835,605 102.1 



(3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を製品・商品別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであ

ります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 
第39期 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

前期比（％） 

製品 

ジュエリー 

メンズ（千円） 14,410 144.7 

リング（千円） 930,694 93.0 

コイン枠、ペンダント

（千円） 
509,574 110.7 

その他（千円） 316,911 101.2 

計（千円） 1,771,590 99.3 

ジュエリー

パーツ 

スクリューイヤリング

（千円） 
315,824 107.3 

クリップイヤリング

（千円） 
551,922 103.2 

ピアス（千円） 375,612 110.1 

その他（千円） 412,665 94.0 

計（千円） 1,656,025 102.9 

小計（千円） 3,427,616 101.0 

商品（千円） 84,720 77.7 

合計（千円） 3,512,336 100.3 

相手先 
第38期 第39期 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

石福ジュエリーパーツ㈱ 423,930 12.1 414,742 11.8 



３【対処すべき課題】 

今後の見通しにつきましては、国内外ともに景気の回復傾向が顕著になってきているものの、原油価格の高騰による

経済全般への影響、倒産件数に減少傾向が見られないことなど、本格的な景気回復が実現するかについては懸念される

点も残っております。また、当社の置かれているジュエリー業界におきましては、金、プラチナなど原材料の価格高騰

が続いていることから、更なるコストの削減、低コストの素材開発などが重要な課題となっております。 

この他、人口減少、高齢化に伴う購買層の変化を背景とし、ジユエリーパーツ市場におきましては、低価格かつ高品

質商品の投入競争が続き、ジュエリー市場におきましては、セミオーダー商品や高付加価値商品が多く求められるよう

になるなど、ジュエリーメーカーに対する市場からの要求は実に多様なものとなっております。ジュエリー業界におけ

る価格や品質面での競争は今後も厳しさを増し、顧客ニーズの多様化ともあいまって、いっそうの企業努力が必要であ

ると思われます。 

このように、様々な状況の変化が続く中で、当社はこれに的確に対応できるよう社内環境の整備を進めるとともに、

「事業発展トライアングル」（生活者のライフスタイル向上に貢献することにより、会社と個人の成長・より良い生活

環境の実現を図る）を来期のキーワードとして、以下のような諸施策への取り組みを続けてまいります。顧客企業の期

待に応え信頼を勝ち得ることで、更なる事業の発展と社会への貢献を目指していく所存であります。  

ジュエリー受注事業につきましては、 

1) 既存の販路（主にデパートブランドチェーン）の更なる開拓と深耕に加え、全国ショッピングセンター内へ出 

      店店舗数を増やしつつあるナショナルチェーン店との取り組み営業を強化し、売上高を拡大していきます。 

   2) ＯＥＭ生産によるマリッジリング、セミオーダージュエリーについて積極的に商品開発を行い、販売比率を高 

        めていきます。 

3) 最新型マシニングセンター（全自動切削加工機）他新規設備の導入により、形状精度及び耐久性を大幅に向上 

     した高付加価値型商品の開発、販売を展開していきます。 

ジュエリーパーツ事業につきましては、 

1) ピアスパーツ、クラスプなどの、内製化によるコスト削減を行っていきます。 

2) カイゼン活動により、高品質な商品の安定的かつ短納期での供給を継続していきます。 

3) 空枠(半製品ジュエリー)など、事業の新しい柱となるアイテムの開発、新規顧客の獲得を推進していきます。 

また、ジュエリー受注事業、ジュエリーパーツ事業の双方に共通する課題としましては、  

1) 素材価格の変動に対処するために、素材価格の販売価格への転嫁を迅速に実行できるような販売価格決定シス 

      テムの見直し、改良を行います。 

        また、リスクを限定する範囲内において、より安全性の高い金融商品を利用し、素材価格の変動リスクを回避

     していきます。 

2) 中途採用、新卒採用枠の拡大及び社内教育システムの導入・改良及び人事評価制度の見直しの実施により人材 

     の早期戦力化を推進し、新たな事業機会への取り組みについて迅速・確実に対処していきます。 

3) 新コンピュータシステムの導入準備を行い、購買管理による仕入のコストダウン、生産納期の短縮、生産間接 

      コストの削減を目的として取り組んでいきます。 

4) これまでの与信管理システムのうち、プロセス管理に重点を置いたリスクマネジメントシステムの運用を行っ 

     ていきます。 

5) アジア産輸入商品の市場流通が拡大している状況を踏まえ、最新鋭の成分分析装置を導入し、国内メーカーと 

     して貴金属の品位（金、プラチナなどの含有割合）、宝石の鑑別精度を保証する体制を構築していきます。 

 これらの施策を確実に実行することにより、目標とする収益の確保と経営の安定化を図ってまいります。 

 

  



４【事業等のリスク】 

 当社の事業展開に際し、リスク要因になる可能性があると考えられる主要な事項を記載しております。また事業上

のリスクとしては想定していない事項であっても、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事項については積

極的に開示する方針であります。尚、文中における将来に関する事項は、当事業年度末(平成18年1月31日)現在にお

いて当社が判断したものであります。 

1)  不良債権発生防止管理体制 

   当社の事業はジュエリー受注生産及びジュエリーパーツ生産を主としており、販売先の倒産などによる不良債権

の発生防止について、取引先毎に与信限度額を設けるなど管理体制の強化に努めておりますが、万一、不良債権が

発生した場合は当社の業績に影響を及ぼす場合があります。 

2)  生産体制 

   当社のジュエリー受注事業はＯＥＭ生産を主としており、顧客企業への売上は、その顧客企業の業績や当社が管

理できない要因により大きな影響を受けます。また当社は製造コスト削減等による価格競争強化に努めております

が、顧客の要求に応じるための値下げは当社の利益率を低下させる可能性があります。顧客企業の業績不振、契約

の予期しない打切り、顧客企業の調達方針の変化、顧客の要求に応じるための値下げは当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

3)  品質管理体制 

   当社は、徹底した品質管理に努めておりますが、特異な要因による不良発生の可能性は完全には否定できませ

ん。このことにかかる製品回収責任等が生じた場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

4)  知的財産権 

   当社は、取引先等との秘密保持契約など知的財産権の確保に努めておりますが、他社から当該権利を侵害される

可能性は否定できず、この場合、係争事件に発展することも含め、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

5)  地金価格の変動 

     当社は、主要な原材料である地金について、安定的な購買に努めておりますが、急激な地金相場の変動などによ

り売上総利益率などに影響を受ける可能性があります。 

  6)  人材の確保及び育成 

    当社は、優れた人材の確保及び育成を重要な課題とし、積極的な採用活動と社員研修・教育を実施しておりま

す。しかし、これらの施策が充分に効果を発揮しない場合、当社の経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。



５【経営上の重要な契約等】 

 特記事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 宝飾品の総合メーカーを目指してきた当社は、最終消費者のご要望を常に前向きにとらえて、研究開発活動に取り

組んでまいりました。その結果、多種多様なアイテムを手がけ、加工技術開発、専用機械開発など多岐にわたる実績

を積み上げてまいりました。 

 当期における主な開発事項は以下のとおりであります。 

 ・ 高機能、デザイン性を考えたクラスプ開発。（６型） 

 ・ 使い易い、ＳＶプッシュ式クラスプ開発。 

 ・ デザイン一体型のバネ入り中折れピアスとイヤリング開発。 

 ・ 新型差込式クラスプ開発。（４型） 

 ・ 高額品用、大型フック金具開発。（３型） 

 ・ 差し込み回転式のレボリューションクラスプ開発。 

 ・ 横つまみクラスプの開発。 

 ・ 低価格ピアスキャッチの開発。 

 ・ 自由に鎖の長さを調整できるアジャスターの開発。 

 ・ キャスト中折れイヤリング開発中。（５型） 

 ・ 磁石クラスプ開発中。 

 ・ キャストの開閉式アメリカンピアス開発中。（３型） 

  ・ 軽量タイプのプレス石枠の開発 

  ・ 高級品用クリップイヤリング半製品開発中。（２型） 

  ・ 低価格シリコンピアスキャッチの開発 

  ・ 鉄砲式プローチ金具の軽量タイプ開発中 

 ・ より精度の高い、プレス抜きお越しリングの開発中。 

 ・ Ｐｄの地金を使用しない低コスト地金の商品開発中。（Ｐｔ９００等） 

 ・ カラーバリエーシヨン等の素材開発。 

  ・ ローレットによるミル打ち加工の開発。 

  ・ キャドによる原型製作の立ち上げ。 

  ・ レーザー彫刻の立ち上げ。 

 ・ 硬質Ｐｔ９００、Ｐｔ１０００の素材開発。 

 ・ その他トレンドに合わせたテクニックサンプルの製作。 

 また、この研究開発の成果を活かすため、常に製造の作業と工程の改善を平行して進め、柔軟な生産体制から品質

が確かでタイムリーな新製品を生み出しております。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

１ 財政状態の分析 

1) 流動資産 

  当期末における流動資産の残高は、1,986百万円となり、前期末と比較して、206百万円増加しております。 

        これは主に棚卸資産の増加によるものです。 

     2) 固定資産 

      当期末における固定資産の残高は、495百万円となり、前期末と比較して163百万円減少しております。これ 

     は主に保険積立金の解約や、固定資産とソフトウェアの減価償却によるものです。 

        3) 流動負債 

  当期末における流動負債の残高は、730百万円となり、前期末と比較して142百万円増加しております。これ 

  は主に短期借入金の増加によるものです。 

4) 固定負債 

   当期末における固定負債の残高は、88百万円となり、前期末と比較して52百万円減少しております。これは 

      に長期借入金の返済によるものです。 

5) 資本 

当期末における資本合計は、1,662百万円となり、前期末と比較して46百万円減少しております。これは主に

     当期純損失を計上したためです。 

２ キャッシュ・フローの分析 

キャッシュ・フローにつきましては、棚卸資産の増加や、当期純損失を計上したため、営業キャッシュ・フロー

は232百万円の減少となりました。保険積立金の解約や短期借入金の増加等により、投資活動によるキャッシュ・

フローと財務活動によるキャッシュ・フローは増加いたしましたが、営業キャッシュ・フローの減少を増加が下回

ったため、当期における現金及び現金同等物は期首残高に対して44百万円減少し、当期末残高は196百万円となり

ました。 

３ 経営成績の分析 

売上高につきましては、前期と比較して9百万円増加し3,512百万円となりました。しかし経常利益につきまして

は、金・プラチナなど、原材料価格の急激な高騰による原価率の悪化などにより、前期と比較して110百万円減少

し90百万円となりました。なお当期純損失につきましては、得意先の民事再生手続きに伴う貸倒引当金の計上およ

び創業者に対する退職慰労金の計上を行ったことなどにより、前期と比較して利益が145百万円減少し27百万円と

なりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当期の設備投資は、本社・双葉工場のリング等製造設備を主なものとし、総額14,501千円となりました。 

なお、当事業年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、構築物と工具・器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。な

お、金額には消費税等を含めておりません。 

２．本社と双葉工場は、土地及び建物ならびにその他の有形固定資産が一体となっており、分離することが困難

なため、事業所は本社・双葉工場で表示しております。 

３．従業員数の（ ）は、臨時従業員数を外書しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

  平成18年１月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
(人) 建物 

（千円）
機械装置
（千円）

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社・双葉工場 

（山梨県甲斐市） 

貴金属装身具 

製造設備 
158,771 63,468 

143,598 

(4,782.55)
26,524 392,362 80(101) 

湯田駐車場 

（山梨県甲府市） 
賃貸用駐車場 － － 

12,037 

(190.28)
－ 12,037 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 株式分割 １：1.1 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式 7,192株は、「個人その他」に7単元及び「単元未満株式の状況」に192株を含めて記載しておりま

す。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 13,000,000 

計 13,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年１月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年４月25日） 

上場証券取引所名又は登録証
券業協会名 

内容 

普通株式 3,960,000 3,960,000 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 3,960,000 3,960,000 － 
 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成８年３月19日 

（注）
360 3,960 － 602,150 － 509,290 

  平成18年１月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 4 8 21 3 1 560 597 － 

所有株式数

（単元） 
－ 67 23 2,104 200 2 1,548 3,944 16,000 

所有株式数の

割合（％） 
－ 1.70 0.58 53.35 5.07 0.05 39.25 100 － 



(5）【大株主の状況】 

（注）前事業年度末現在主要株主であった深沢信夫は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成18年１月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社エスティオ 山梨県甲斐市長塚237プロシード甲府1202 1,987 50.18 

深沢 信夫 山梨県甲府市緑が丘２－12－30 360 9.10 

深沢 栄二 山梨県甲斐市長塚237プロシード甲府1202 252 6.37 

バンクオブ ニューヨーク 

ジーシーエム クライアント

アカウンツイーアイエスジー 

PETERBOROUGH COURT 133 FREET STREET LO

NDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
174 4.39 

大津 光次郎 東京都渋谷区本町１－28－５ 80 2.02 

株式会社さが美 神奈川県横浜市港南区下永谷６－２－11 55 1.39 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１－8－11 39 0.98 

株式会社ナガホリ 東京都台東区上野１－15－３ 23 0.58 

株式会社山梨中央銀行 山梨県甲府市丸の内１－20－8 22 0.56 

望月 髙志 山梨県甲府市富士見１－16－16 20 0.51 

計 － 3,012 76.07 

  平成18年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式   7,000  － 

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,937,000 3,937 同上 

単元未満株式 普通株式   16,000 － 同上 

発行済株式総数 3,960,000 － － 

総株主の議決権 － 3,937 － 



②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社光彩工芸 
山梨県甲斐市 

竜地3049番地 
7,000 － 7,000 0.18 

計 － 7,000 － 7,000 0.18 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

       該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

            該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

 当期の配当につきましては、創業者に対する役員退職慰労金を特別損失に計上したことなどにより、最終的に損

失となりましたが、安定配当の維持を図るため、別途積立金を取り崩しさせていただき、前期と同じく１株当り5円

(年間)といたしました。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第38期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会公表のものであ

ります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 

最高（円） 180 320 380 
591 

※361 

601 

  

最低（円） 120 80 200 
347 

※279 

350 

  

月別 平成17年８月 ９月 10月 11月 12月 平成18年１月 

最高（円） 430 421 500 511 595 601 

最低（円） 401 401 403 444 499 469 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役社

長 
 深沢 栄二 昭和40年２月23日生 

平成元年４月 ㈱野村総合研究所入社 

平成５年11月 当社入社 

平成８年２月 当社開発部マネージャー 

平成８年10月 当社営業部マネージャー 

平成９年４月 当社取締役新規事業担当就任 

平成10年２月 当社代表取締役副社長営業部

担当就任 

平成11年４月 当社代表取締役社長就任（現

任） 

252 

取締役 営業担当 依田 裕之 昭和40年２月１日生 

昭和62年４月 当社入社 

平成８年10月 当社営業部ジュエリー 

 担当マネージャー 

平成10年11月 当社ジュエリー営業ユニット

部長 

平成15年４月 当社取締役営業部担当就任

（現任） 

2 

取締役  深沢 信夫 昭和８年11月30日生 

昭和30年10月 深沢貴金属製作所創業 

昭和42年４月 当社設立 代表取締役社長就

任 

昭和62年３月 ㈱テクノブライト設立 代表

取締役会長就任 

平成元年９月 ㈱ゴールドン取締役就任 

平成２年２月 ㈱ジェルアヤン設立 代表取

締役社長就任 

平成６年４月 ㈱ゴールドン代表取締役社長

就任 

平成11年４月 当社代表取締役会長就任 

平成17年４月 当社取締役就任（現任） 

360 

 



 （注）１．監査役長沢一巳、埴原一也は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社

外監査役であります。 

        ２．取締役深沢信夫は代表取締役社長深沢栄二の父であります。 

３．当事業年度末現在取締役であった小塩久之は、平成18年３月31日に取締役を辞任しております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役  服部 隆 昭和22年12月８日生 

昭和54年５月 ㈱行政懇話会入社 

昭和56年３月 当社入社 

昭和59年２月 当社製造部長 

昭和60年２月 当社管理部長 

昭和62年３月 当社取締役就任 

平成元年２月 当社常務取締役営業本部長就

任 

平成６年３月 当社常務取締役経営企画室長

就任 

平成８年９月 当社常務取締役経営企画室長

兼製造部担当就任 

平成11年４月 当社監査役就任（現任） 

9 

監査役  長沢 一巳 昭和12年11月４日生 

昭和53年２月 日経工業㈱代表取締役社長就

任 

昭和60年３月 当社監査役就任（現任） 

平成12年12月 日経工業㈱代表取締役会長就

任（現任） 

11 

監査役  埴原 一也 昭和25年10月12日生 

昭和54年４月 司法研修所入所 

昭和56年４月 弁護士開業 

平成３年４月 埴原法律事務所開所 

平成10年４月 当社監査役就任（現任） 

－ 

    計 635 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

1)コーポレート・ガバナンスに関する基本方針 

当社は継続企業として経営の健全化、透明性、効率性を意識し、ジャスダック上場企業として利害関係者の

方々の満足度を高めることを常に念頭におき、コーポレート・ガバナンスの充実に努めております。 

2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①当社の取締役会は、平成18年1月末現在取締役4名（うち1名は社外取締役）で構成し、毎月1回の定例取締

役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定

するとともに、業務執行の状況を逐次監督しております。 

②当社の監査役会は、平成18年1月末現在監査役3名（うち2名は社外監査役）であります。取締役会はもとよ

り社内の重要な会議に出席し、会社の状況及び経営の執行状況についても監査を実施しているほか、監査

役相互に密接な情報交換を行うなど経営監視機能の充実を図っております。更に、経営の妥当性を高めて

いく観点から、内部監査を適宜実施することにより業務執行の妥当性、効率性を幅広く検証し、経営者に

対して助言や提言をしております。 

③会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

         社外監査役2名の内、長沢一巳は当社株式11,000株を所有しております。それ以外につきましては、当社と

       の間に、人的関係、資本的関係等はありません。      

           ④会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近1年間における実施状況 

             平成18年1月期は25回に及ぶ取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定する

             とともに、業務執行状況を監督しております。 

      ⑤会計監査につきましては、当社は商法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく会計監査に中央青山監

       査法人を起用しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間に 

       は、特別な利害関係はありません。当期において業務執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者 

       の構成は以下のとおりです。 

       ・業務を執行した公認会計士の氏名（指定社員） 

        公認会計士 澤田昌宏、 公認会計士 新田誠  

        澤田昌宏氏の当社に対する継続監査年数は13年となっております。新田誠氏の当社に対する継続監査  

        年数は９年となっております。 

       ・会計監査業務に係る補助者の構成 

        会計監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には、 

        公認会計士及び会計士補を主たる構成員とし、システム専門家等その他の補助者も加えて構成されてお 

        ります。 

       

3)役員報酬等の内容 

4）監査報酬等の内容 

     当社の会計監査人である中央青山監査法人に対する報酬 

      監査契約に基づく監査証明に係る報酬の額     11,000千円 

区分 定額報酬 

支給人員 支給額 

取締役               4名 48,407千円 

監査役 3名 7,621千円 

合計 7名 56,028千円 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規制等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第38期事業年度（平成16年２月１日から平成17年１月31日ま

で）及び第39期事業年度（平成17年２月１日から平成18年１月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人に

よる監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年１月31日） 
当事業年度 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   331,413   304,891  

２．受取手形   250,841   174,640  

３．売掛金   459,338   588,409  

４．商品   3,451   2,039  

５．製品   158,922   157,023  

６．原材料   34,146   102,702  

７．仕掛品   524,277   633,630  

８．貯蔵品   1,316   3,803  

９．前払費用   6,109   4,095  

10．繰延税金資産   8,845   26,207  

11．未収入金   84   1,406  

12. その他   745   11  

13．貸倒引当金   －   △12,843  

流動資産合計   1,779,493 73.0  1,986,018 80.0 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物 ※１ 739,953   739,953   

減価償却累計額  568,921 171,032  581,182 158,771  

２．構築物  31,648   30,076   

減価償却累計額  28,276 3,372  27,064 3,011  

３．機械及び装置  381,481   392,036   

減価償却累計額  317,394 64,087  328,568 63,468  

４．工具・器具及び備品  233,633   237,105   

減価償却累計額  206,473 27,159  213,592 23,513  

５．土地 ※１ 
 

179,386  
 

155,636  

６. 建設仮勘定  2,793  5,430  

有形固定資産合計   447,830 18.4  409,831 16.5 

 



  
前事業年度 

（平成17年１月31日） 
当事業年度 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(2）無形固定資産        

１．電話加入権   1,723   1,723  

２．ソフトウェア   15,670   8,853  

無形固定資産合計   17,394 0.7  10,577 0.5 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   48,445   38,116  

２. 破産更生債権等    －   44,747  

３．長期前払費用   153   85  

４．繰延税金資産   12,417   8,758  

５．保証金   1,160   1,160  

６．保険積立金   122,479   15,045  

７．会員権   30,000   25,000  

８．長期未収入金   4,740   3,130  

９．貸倒引当金   △26,020   △61,290  

投資その他の資産合計   193,374 7.9  74,752 3.0 

固定資産合計   658,599 27.0  495,160 20.0 

資産合計   2,438,092 100.0  2,481,179 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   42,261   42,163  

２．買掛金   59,819   165,909  

３．短期借入金   230,000   380,000  

４．１年以内返済予定長期
借入金 

※１  71,936   46,016  

５．未払金   41,760   47,131  

６．未払費用   35,559   39,242  

７．未払法人税等   96,284   4,701  

８．未払消費税等   5,686   2,949  

９．前受金   384   172  

10．預り金   4,459   1,898  

流動負債合計   588,153 24.1  730,183 29.4 

 



  
前事業年度 

（平成17年１月31日） 
当事業年度 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※１  96,432   50,416  

２．退職給付引当金   44,510   38,500  

固定負債合計   140,942 5.8  88,916 3.6 

負債合計   729,095 29.9  819,099 33.0 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  602,150 24.7  602,150 24.3 

Ⅱ 資本剰余金        

資本準備金  509,290   509,290   

資本剰余金合計   509,290 20.9  509,290 20.5 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  36,206   36,206   

２．任意積立金        

別途積立金  430,000   530,000   

３．当期未処分利益または 
  当期未処理損失（△） 

 123,977   △22,873   

利益剰余金合計   590,183 24.2  543,332 21.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※３  8,573 0.3  9,436 0.4 

Ⅴ 自己株式 ※４  △1,199 △0.0  △2,129 △0.1 

資本合計   1,708,997 70.1  1,662,080 67.0 

負債・資本合計   2,438,092 100.0  2,481,179 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．製品売上高  3,393,569   3,427,616   

２．商品売上高  109,065 3,502,634 100.0 84,720 3,512,336 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．商品期首たな卸高  1,967   3,451   

２．製品期首たな卸高  151,913   158,922   

３．当期商品仕入高  80,066   55,091   

４．当期製品製造原価  2,828,353   2,979,367   

合計  3,062,301   3,196,833   

５．他勘定振替高 ※２ △20,668   △3,180   

６．商品期末たな卸高  3,451   2,039   

７．製品期末たな卸高  158,922   157,023   

８．原材料評価損 ※３ 389 2,920,985 83.4 △415 3,040,534 86.6 

売上総利益   581,649 16.6  471,802 13.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  380,553 10.9  387,157 11.0 

営業利益   201,095 5.7  84,645 2.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  29   40   

２．受取配当金  1,020   983   

３．受取地代家賃  2,030   1,910   

４．受取助成金  2,341   1,009   

５．保険配当金  132   4,088   

６．雑収入  3,003 8,557 0.2 2,447 10,479 0.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  7,680   5,078   

２．雑損失  1,224 8,905 0.3 4 5,082 0.1 

経常利益   200,747 5.7  90,042 2.6 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

投資有価証券売却益  7,688   27,602   

受取補償金   －   6,700   

貸倒引当金戻入益   315   －   

固定資産売却益  ※４ － 8,003 0.2 10 34,312 1.0 

Ⅶ 特別損失        

１．貸倒引当金繰入額  －   40,260   

２. 固定資産売却損   ※５ －   1,750   

３．固定資産除却損 ※６ －   242   

４．役員退職慰労金  －   120,000 162,253 △4.6

税引前当期純利益また
は税引前当期純損失
（△） 

  208,751 6.0  △37,897 △1.1 

法人税、住民税及び事
業税 

 103,663   3,334   

法人税等調整額  △13,308 90,355 2.6 △14,155 △10,821 0.3 

当期純利益または当期
純損失（△） 

  118,396 3.4  △27,076 △0.8 

前期繰越利益   5,581   4,202  

当期未処分利益または
当期未処理損失（△） 

  123,977   △22,873  

        



製造原価明細書 

 （注） 

  
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  2,028,735 68.3 2,168,163 69.9 

Ⅱ 労務費  349,548 11.8 357,545 11.6 

Ⅲ 経費 ※１ 590,251 19.9 574,829 18.5 

当期総製造費用  2,968,534 100.0 3,100,538 100.0 

仕掛品期首たな卸高  406,958  524,277  

計  3,375,492  3,624,816  

仕掛品期末たな卸高  524,277  633,630  

他勘定振替高 ※２ 22,861  11,818  

当期製品製造原価  2,828,353  2,979,367  

      

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※１．経費には次のものが含まれております。 ※１．経費には次のものが含まれております。 

外注加工費 397,933千円 

減価償却費 28,735千円 

外注加工費       383,809千円 

減価償却費       27,528千円 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

金型売上原価振替高 22,969千円 

その他 △107千円 

計 22,861千円 

金型売上原価振替高       12,518千円 

その他   △700千円 

計      11,818千円 

 ３．原価計算の方法 

単純総合原価計算を採用しております。 

 ３．原価計算の方法 

単純総合原価計算を採用しております。 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税引前当期純利益また
は税引前当期純損失
（△） 

 208,751 △37,897 

減価償却費  46,276 41,477 

退職給付引当金の増減
額 

 2,840 △6,010 

貸倒引当金の増減額  △3,649 53,104 

受取利息及び受取配当
金 

 △1,050 △1,024 

投資有価証券売却益  △7,688 △27,602 

固定資産売却損   － 1,750 

固定資産除却損  220 242 

固定資産売却益   － △10 

支払利息  7,680 5,078 

売上債権の増減額  91,008 △52,870 

たな卸資産の増加額  △140,065 △177,084 

仕入債務の増減額  △66,125 105,991 

未払債務の減少額  △6,594 8,906 

未払消費税等の減少額  △9 △2,737 

受取補償金  － △6,700 

役員退職慰労金  － 120,000 

破産更生債権等の増加
額 

 － △44,747 

その他  △3,080 206 

小計  128,512 △19,928 

利息及び配当金の受取
額 

 1,048 1,019 

利息の支払額  △8,396 △4,962 

補償金の受取額   － 6,700 

役員退職慰労金の支払
額  

 － △120,000 

法人税等の支払額  △15,933 △94,917 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 105,231 △232,089 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金の預入による
支出 

 △18,009 △18,013 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 10,218 45,255 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △2,861 △6,009 

有形固定資産の売却に
よる収入  

 － 22,000 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △28,320 △17,138 

ゴルフ会員権の売却に
よる収入  

 － 20 

保険積立金の解約によ
る収入  

 － 118,208 

その他  16,072 △14,289 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △22,900 130,033 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の増加額  － 150,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △76,736 △71,936 

配当金の支払額  △19,778 △19,613 

その他  △289 △929 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △96,804 57,520 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減
少額 

 △14,473 △44,535 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首
残高 

 255,050 240,577 

Ⅵ 現金及び現金同等物期末
残高 

※１ 240,577 196,042 

    



④【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年４月26日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年４月25日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益または   

   当期未処理損失（△） 
  123,977  △22,873 

Ⅱ 任意積立金取崩額        

    別途積立金取崩額  － － 45,000 45,000 

      合計   123,977  22,126 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  19,774  19,764  

２．任意積立金      

別途積立金  100,000 119,774 － 19,764 

Ⅳ 次期繰越利益   4,202  2,361 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法に

よっております。なお、評価差額は全

部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法によっております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法によっており

ます。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品      移動平均法による原価

法 

製品      総平均法による原価法 

原材料 地金  後入先出法による低価

法 

その他 移動平均法による原価

法 

仕掛品     総平均法による原価法 

貯蔵品     最終仕入原価法 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 定率法 

       なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

        建物     8～38年 

        機械及び装置  11年 

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産 定額法 

なお、ソフトウェア（自

社使用）につきまして

は、社内における見込利

用可能期間（５年）に基

づいております。 

無形固定資産 

同左 

 長期前払費用 均等額償却 長期前払費用  同左 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、一般債

権につきましては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権につきましては個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、自

己都合による退職金期末要支給額を計

上しております。 

(2)退職給付引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

 



追加情報 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３

ケ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

(1）消費税等の会計処理方法 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

────── 

  

  

「地方税等の一部を改正する法律」（平成15年法律第9号）

が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日以降に開始

する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴

い、当期から「法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年2

月13日企業会計基準委員会実務対応報告第12号）に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。この結果、販売費及び一

般管理費が4,373千円増加し、営業利益、経常利益が同額減

少し、税引前当期純損失が同額増加しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年１月31日） 

当事業年度 
（平成18年１月31日） 

※１．担保に供している資産 

(1）担保資産 

※１．担保に供している資産 

(1）担保資産 

建物 44,527千円

土地 83,593千円

計 128,121千円

建物       41,321千円

土地       83,593千円

計        124,915千円

(2)上記に対応する債務 (2)上記に対応する債務 

１年以内返済予定長

期借入金 
51,936千円

長期借入金 66,432千円

計 118,368千円

１年以内返済予定長

期借入金 
      26,016千円

長期借入金       40,416千円

計        66,432千円

※２．授権株式数   普通株式 13,000,000株

発行済株式総数 普通株式 3,960,000株

※２．授権株式数   普通株式       13,000,000株

発行済株式総数 普通株式        3,960,000株

但し、自己株式の消却が行われた場合には、これ

に相当する株式数を減ずることができる旨定款で

定めております。 

但し、自己株式の消却が行われた場合には、これ

に相当する株式数を減ずることができる旨定款で

定めております。 

※３．有価証券の時価評価により、純資産額が8,573千円

増加しております。なお、当該金額は商法施行規

則第124条第３号の規定により、配当に充当するこ

とが制限されております。 

※３．有価証券の時価評価により、純資産額が9,436千円

増加しております。なお、当該金額は商法施行規

則第124条第３号の規定により、配当に充当するこ

とが制限されております。 

※４．自己株式数 普通株式 5,106株 ※４．自己株式数 普通株式      7,192株



（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※１．(1）販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※１．(1）販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

役員報酬 60,122千円

給料手当 132,607千円

賞与 16,043千円

法定福利費 20,257千円

退職給付費用 4,090千円

販売促進費 7,081千円

賃借料 1,048千円

公租公課 4,134千円

支払手数料 38,570千円

減価償却費 17,608千円

役員報酬       56,028千円

給料手当        134,174千円

賞与       14,920千円

法定福利費       21,728千円

退職給付費用      2,050千円

販売促進費      7,603千円

賃借料      958千円

公租公課      7,810千円

支払手数料       34,341千円

減価償却費       14,016千円

(2)販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する

費用の割合は 36％であり、一般管理費に属

する費用の割合は 64％であります。 

(2)販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する

費用の割合は 38％であり、一般管理費に属

する費用の割合は 62％であります。 

※２．他勘定振替高 

他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

※２．他勘定振替高 

他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

（種類） （金額） 

金型売上原価振替高 △22,727千円

その他 2,058千円

計 △20,668千円

（種類） （金額） 

金型売上原価振替高       △12,518千円

その他      9,338千円

計       △3,180千円

※３．原材料の低価法による評価損の内訳は、次のとお

りであります。 

※３．原材料の低価法による評価損の内訳は、次のとお

りであります。 

前期原材料低価法評価

損戻入 
△26千円

当期原材料低価法評価

損 
415千円

原材料評価損 389千円

前期原材料低価法評価

損戻入 
  △415千円

当期原材料低価法評価

損 
   －千円

原材料評価損    △415千円

※４．       ────── ※４．固定資産売却益は、会員権10千円であります。   

※５.        ────── ※５. 固定資産売却損は、土地1,750千円であります。  

※６.        ────── ※６. 固定資産除却損は 、構築物218千円、工具・器具

及び備品23千円であります。 

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 331,413千円

預入期間が３ケ月を超える定期

預金 
△90,835千円

現金及び現金同等物 240,577千円

現金及び預金勘定       304,891千円

預入期間が３ケ月を超える定期

預金 
    △108,849千円

現金及び現金同等物       196,042千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年１月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容（平成17年１月31日現在） 

当事業年度（平成18年１月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成17年２月１日 至平成18年１月31日） 

  

     ３．時価評価されていない主な有価証券の内容（平成18年１月31日現在） 

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

 種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 

株式 22,259 36,730 14,470 

小計 22,259 36,730 14,470 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 

株式 2,695 2,585 △110 

小計 2,695 2,585 △110 

合計 24,954 39,315 14,360 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 9,129 

 種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 

株式 13,310 28,986 15,676 

小計 13,310 28,986 15,676 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 

株式 － － － 

小計 － － － 

合計 13,310 28,986 15,676 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

45,255  27,602 － 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 9,129 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

（税効果会計関係） 

 
前事業年度 

（平成17年１月31日） 
当事業年度 

（平成18年１月31日） 

退職給付債務 

退職給付引当金 

44,510千円

44,510 

      38,500千円

38,500 

 
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

退職給付費用 

勤務費用 

9,850千円

9,850 

     5,540千円

5,540 

前事業年度 
（平成17年１月31日） 

当事業年度 
（平成18年１月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

一括償却資産損金算入限度超

過額 

771千円

貸倒引当金損金算入限度超過

額 

10,486千円

退職給付引当金損金算入限度

超過額 

16,193千円

未払事業税 8,073千円

繰延税金資産合計 35,524千円

評価性引当金 △8,475千円

繰延税金資産の純額 27,049千円

繰越欠損金    16,925千円

 棚卸評価減 2,729千円

一括償却資産損金算入限度超

過額  

426千円 

貸倒引当金損金算入限度超過

額 

      14,017千円

退職給付引当金損金算入限度

超過額 

      14,461千円

未払事業税      1,014千円

繰延税金資産合計       49,574千円

評価性引当金      △8,369千円

繰延税金資産の純額       41,204千円

繰延税金負債 繰延税金負債 

有価証券評価差額 5,787千円

繰延税金負債合計 5,787千円

有価証券評価差額      6,239千円

繰延税金負債合計      6,239千円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との差が法定実効税率の100分の5以

下であるため記載を省略しております。 

当期は税引前当期純損失であるため記載を省

略しております。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日） 

(1)役員及び個人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれていません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

倉庫の賃借料は近隣の家賃相場を参考にして、同等の価格によっております。 

(2) 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれていません。 

２．㈱エスティオは当社の代表取締役社長である深沢栄二が、議決権の100％を所有する会社であります。 

３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

損害保険会社と締結した代理店委託契約書に基づき、保険料を徴収しております。 

当事業年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

(1)役員及び個人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれていません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

       倉庫の賃借料は近隣の家賃相場を参考にして、同等の価格によっております。 

３. 当社取締役深沢信夫は、平成１７年４月２６日開催の定時株主総会終結の時をもって、 

       代表取締役会長を退任いたしました。 

属性 氏名 住所 

資本金
又は出
資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 深沢信夫 
山梨県 

甲府市 
－ 

当社代表

取締役会

長 

(被所有) 

直接 11 
－ － 

倉庫の賃

借 
1,334 － － 

属性 
会社等
の名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
㈱エステ

ィオ 

山梨県 

甲斐市 
10,000 

損害保険 

生命保険 

代理業 

(被所有) 

直接 50 
－ 

当社が窓

口となり

従業員の

保険業務

を行って

いる。 

保険料 4,143 － － 

事務手数

料収入 
55 － － 

属性 氏名 住所 

資本金
又は出
資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 深沢信夫 
山梨県 

甲府市 
－ 

当社取締

役 

(被所有) 

直接 9 
－ － 

倉庫の賃

借 
1,334 － － 



(2) 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれていません。 

２．㈱エスティオは当社の代表取締役社長である深沢栄二が、議決権の100％を所有する会社であります。 

３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

損害保険会社と締結した代理店委託契約書に基づき、保険料を徴収しております。 

（１株当たり情報） 

（注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

属性 
会社等
の名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
㈱エステ

ィオ 

山梨県 

甲斐市 
10,000 

損害保険 

生命保険 

代理業 

(被所有) 

直接 50 
－ 

当社が窓

口となり

従業員の

保険業務

を行って

いる。 

保険料 4,670 － － 

事務手数

料収入 
37 － － 

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
 至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
 至 平成18年１月31日） 

１株当たり純資産額 432.12円

１株当たり当期純利益 29.93円

１株当たり純資産額       420.48円

１株当たり当期純損失      6.85円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
 至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
 至 平成18年１月31日） 

当期純利益または当期純損失（△） 

   （千円） 
118,396 △27,076 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益または当期純

損失（△）（千円） 
118,396 △27,076 

期中平均株式数（株） 3,955,594 3,953,853 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

株式会社 ナガホリ 27,000 17,982 

株式会社 ムラオ 20 9,000 

株式会社 サダマツ 20,000 8,000 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 1,260 2,044 

株式会社 みずほフィナンシャルグル

ープ 
1 960 

株式会社 ジャパンジュエリービジネ

ススクール 
20 129 

計 48,301 38,116 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額・減少額のうち主なものは下記のとおりであります。 

主な増加    機械装置    全自動切削加工機     9,650千円 

主な減少    土地      大泉土地売却         23,750千円 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率につきましては、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年内における返済予定は以下のとお

りであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産        

建物 739,953 － － 739,953 581,182 12,260 158,771 

構築物 31,648 － 1,572 30,076 27,064 142 3,011 

機械及び装置 381,481 10,555 － 392,036 328,568 11,174 63,468 

工具・器具及び備品 233,633 3,946 474 237,105 213,592 7,569 23,513 

土地 179,386 － 23,750 155,636 － － 155,636 

建設仮勘定 2,793 2,637 － 5,430 － － 5,430 

有形固定資産計 1,568,896 17,138 25,796 1,560,238 1,150,407 31,146 409,831 

無形固定資産        

電話加入権 1,723 － － 1,723 － － 1,723 

ソフトウェア 76,560 3,514 － 80,075 71,221 10,331 8,853 

無形固定資産計 78,284 3,514 － 81,799 71,221 10,331 10,577 

長期前払費用 153 － － 153 68 68 85 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 230,000 380,000 0.693 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 71,936 46,016 2.139 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 96,432 50,416 2.035 
平成19年～平成 

21年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 398,368 476,432 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 33,936 10,704 5,776 0 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、7,192株であります。 

２．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 602,150 － － 602,150 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (3,960,000)         (－)         (－) (3,960,000) 

普通株式 （千円） 602,150 － － 602,150 

計 （株） (3,960,000)         (－)         (－) (3,960,000) 

計 （千円） 602,150 － － 602,150 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （千円） 509,290 － － 509,290 

計 （千円） 509,290 － － 509,290 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 36,206 － － 36,206 

（任意積立金）      

別途積立金（注）２ （千円） 430,000 100,000 － 530,000 

計 （千円） 466,206 100,000 － 566,206 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 26,020 53,104 4,990 － 74,134 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 1,045 

預金  

当座預金 130,498 

普通預金 3,743 

定期預金 168,954 

別段預金 649 

小計 303,846 

合計 304,891 

相手先 金額（千円） 

㈱ヴァンドームヤマダ 83,974 

㈱サザビーリーグ 32,892 

㈱日本ゴールド 12,254 

ムーンバット㈱ 10,118 

㈱ミキモト 7,315 

その他 28,083 

合計 174,640 

期日別 金額（千円） 

平成18年２月 81,484 

３月 56,033 

４月 34,831 

５月 2,290 

合計 174,640 



ハ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

ニ．商品 

ホ．製品 

相手先 金額（千円） 

㈱エフ・ディ・シィ・プロダクツ 101,314 

㈱サマンサタバサジャパン リミテッド 67,394 

石福ジュエリーパーツ㈱ 55,581 

㈱テイクアップ 45,506 

田崎真珠㈱ 32,164 

その他 286,448 

合計 588,409 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

459,338 3,689,000 3,559,929 588,409 85.81 51.83 

区分 金額（千円） 

ジュエリーパーツ 1,604 

ジュエリー 434 

合計 2,039 

区分 金額（千円） 

ジュエリーパーツ 111,200 

ジュエリー 45,823 

合計 157,023 



ヘ．原材料 

ト．仕掛品 

② 流動負債 

イ．支払手形 

相手先別内訳 

区分 金額（千円） 

純金 49,923 

プラチナ 40,801 

宝石 8,511 

パラジウム 3,141 

銀 325 

合計 102,702 

区分 金額（千円） 

金製品 416,318 

プラチナ製品 199,831 

パラジウム製品 8,809 

宝石 8,037 

銀製品 633 

合計 633,630 

相手先 金額（千円） 

㈱柏圭 14,382 

クドー㈱ 10,793 

㈱大和宝飾 9,831 

㈱シミズ貴石 2,108 

㈱石川商店 1,965 

その他 3,082 

合計 42,163 



期日別内訳 

ロ．買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

期日別 金額（千円） 

平成18年２月 22,500 

３月 7,171 

４月 11,309 

５月 1,182 

合計 42,163 

相手先 金額（千円） 

双日㈱ 47,032 

石福金属興業㈱ 33,143 

石福ジュエリーパーツ㈱ 28,929 

住商マテリアル㈱ 21,722 

クドー㈱ 7,344 

その他 27,736 

合計 165,909 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 １月３１日 

定時株主総会 ４月中 

基準日 １月３１日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ７月３１日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

代理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

代理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 （1）親会社の名称 

    株式会社 エスティオ 

     

 (2）株式の所有者別状況 

  

  

 （注）１.取締役深沢弘、深沢稔、監査役の望月早苗は実兄弟であります。  

    ２.代表取締役の深沢美和は、深沢弘、深沢稔、望月早苗と義兄弟であります。 

  

 （5）貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書等 

    当社の親会社に係る貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書の記載に代え、当該書類を当報告書に 

   添付しております。また、監査役の監査報告書も添付しております。 

  平成18年２月28日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数１株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － － － － － － 1 1 － 

所有株式数

（単元） 
－ － － － － － 20,000 20,000 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ － － － － － 100 100 － 

  （3）大株主の状況 平成18年２月28日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（１株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

深沢 栄二 山梨県甲斐市長塚237プロシード甲府1202 20,000 100 

計 － 20,000 100 

 （4）役員の状況  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役  深沢美和 昭和43年５月９日生 
平成14年７月 ㈱エスティオ入社取締役就任 

平成14年11月 同社代表取締役就任（現任） 
－ 

取締役   深沢 弘 昭和36年８月７日生 

昭和61年３月 ㈱エスティオ入社取締役就任 

平成３年４月 同社取締役辞任 

平成10年４月 同社取締役就任（現任） 

－ 

取締役  深沢 稔 昭和43年10月27日生 

平成３年４月 ㈱エスティオ入社代表取締役

就任 

平成10年４月 同社取締役就任（現任） 

－ 

監査役   望月早苗   昭和35年６月９日生 
平成３年４月 ㈱エスティオ入社取締役就任 

平成10年４月 同社監査役就任（現任） 
－ 

    計 － 



２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第38期）（自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日）平成17年４月26日関東財務局長に提出

(2)半期報告書 

 （第39期中）（自 平成17年２月１日 至 平成17年７月31日）平成17年10月24日関東財務局長に提出 

(3)臨時報告書 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づくもの 

平成18年3月10日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成17年4月26日

株 式 会 社 光 彩 工 芸 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社光彩工芸の

平成16年2月1日から平成17年1月31日までの第38期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社光彩工芸の

平成17年1月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 澤 田 昌 広 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 新 田   誠 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年4月25日

株 式 会 社 光 彩 工 芸 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社光彩工芸の

平成17年2月1日から平成18年1月31日までの第39期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社光彩工芸の

平成18年1月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 澤 田 昌 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 田  誠 
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